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研究成果の概要（和文）：都心への住み替えと集合住宅化による家庭部門の CO2 排出削減量の

推定と居住地移転の社会調査を宇都宮市で実施した。コンパクト化と一体化した再生可能エネ

ルギー開発による CO2排出削減量と住民の受容性を中規模都市で社会調査した。英国と米国の

調査により、敷地内創エネルギー、面的再開発事業等での取り組み、開発権移転による都市の

集約化の有効性が示された。東京では地価の相違から容積率移転により都市集約化も併せて実

現できることを示した。 
 
研究成果の概要（英文）：Estimation of CO2 emission reduction by making compact urban 
form with more apartment house, and social survey on relocation were done in Utsunomiya.  
CO2 emission reduction by development of renewable energy combined with compact city 
was evaluated and social acceptance was surveyed in medium size cities.  Review of 
policies and interview study in UK and USA revealed the effectiveness of renewable energy 
facility on site, area-wide energy system in urban regeneration and Transfer of 
Development Rights (TDR) in CO2 emission reductions.  TDR can secure both the CO2 
reductions and prevention of urban sprawl in Tokyo, because of difference of land price. 
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１．研究開始当初の背景 
低炭素社会実現の中で大きな割合を占め

る都市由来の二酸化炭素に対する都市計画
的な手法の実現可能性と効果を明らかにす
る必要がある。そのためには、既存の個別対
策の検討実績をふまえつつも、分野横断的な
研究を行うことが必要である。 
 
２．研究の目的 

コンパクトシティ形成、再生可能エネルギ
ー導入、排出セクター別の直接対策、の３側
面の対策を促進するための都市計画的な手
法の検討とその効果の評価・解析を行う。機
能の集中が続く東京など大都市圏と、人口の
減少が予測される中小市町村の両者を対象
にする。海外のサステイナブルシティや再生
可能エネルギー促進などの事例のわが国へ
の適用も検討する。低炭素型の都市への移行
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の現実的な道筋とそのために必要な政策を
明らかにし、併せて定量的な二酸化炭素排出
削減可能量を示す。 
 
３．研究の方法 
(1)コンパクトシティによる低炭素化効果 

宇都宮市における住み替え行動による
CO2排出削減に関して、家庭部門での削減可
能性を推定した。同市を都心、近郊、郊外に
分け、2025 年の居住人口を家族類型別・住
宅構造別に推定した。居住地を変更せずに戸
建て住宅から集合住宅に住み替えるシナリ
オ、都心に住み替えて都市をコンパクト化す
るシナリオを設定し、それぞれの場合の住宅
由来の CO2を推定した。住宅については、既
存の伊香賀(2006)のモデルを用いた。 
 
(2)コンパクトシティ実現のための居住地移
転 

結婚、就職などのライフステージと住み替
えの関係、住み替え先の選択と選好の関係に
ついて、宇都宮都市圏を対象にインターネッ
トを利用した社会調査を実施した。 

第一回は 20 歳以上の 3254 人に対し、就職
や結婚、子どもの成長などライフステージの
変化と居住地移転の関係を詳しく分析した。
第二回は、居住地選択における選好調査と、
コンジョイント分析による居住にかかわる
各種プロファイルの水準間の定量的比較を
行う調査で、第一回調査にて実際に移転した
人を対象に行い、1103 人の回答を得た。 
 
(3)都市コンパクト化と一体化した再生可能
エネルギー開発の効果と受容性 
①エネルギー生産ポテンシャル都市比較 

2030 年までの人口減少比率、風況、人口
密度の異なる中規模都市として、旭川市、い
わき市、上越市、富士市、下関市、高知市を
取り上げた。人口減少に伴う縮退における土
地利用計画を、積極的にコンパクト化を行う
場合も含め、表１のように設定する。これら
の都市の日射量、風況を推定に用いた。 

表１．人口減に伴うコンパクト化シナリオ 

 

②社会的選好調査 
余剰地や郊外地を再生可能エネルギーに

用いる場合、単にエネルギー生産を 大化す
るだけでなく、緑や景観がもたらす効果も大
きい。これらに対して社会選好調査を行った。 

下関市においては太陽光発電と緑地の組
合せに着目し、二酸化炭素排出削減量を示し
つつ配置に対する選好を500名の下関市市民
に対して調査した。世帯人数、余剰地がまと
まるか否か、太陽光パネルと緑地をどのよう
に組み合わせるか、によって 12 の仮想的な
シナリオを作成し、選好調査を行った。 

余剰地、遊休農地の利用方法として、①農
業活動を維持した稲からのバイオエタノー
ル生産、②太陽光発電、③風力発電、④森林
と里山の創出、を想定した。いわき市、浜松
市、福山市の市民 500 名を対象に選好調査を
行った。達成できる CO2 削減量は風力発電
が も大きく、次いで太陽光であり、バイオ
エタノールは非常に小さい値となっている。
社会調査に当たってはその値も併せて市民
に提示した。 
 
(4)欧米の先進事例研究と適用可能性 
都市計画を通じた再生可能エネルギー設

備導入方法に関し、英国都市計画の仕組みと
その実践についてはロンドンとその近郊で
の取り組みをデベロップメントプランの内
容から、そして、それを実現した事例での協
議方法をヒヤリング調査から明らかにした。 

米国では州によって状況が異なることか
ら、全国市長会議の低炭素化への取り組みか
ら各地の状況を把握し、各種データを用いて
低炭素化の取り組み状況を把握した。なかで
も、都市計画制度を用いた低炭素化への取り
組みが進んでいるワシントン州並びに、公共
交通軸への開発集中を積極的に進めている
オレゴン州について、各種資料分析とヒヤリ
ング調査を実施した。 
 
 (5)開発権移転がもたらす効果と実現可能
性 
 東京都下の市街化調整区域に着目し、千代
田区、大手町・丸の内・有楽町地区への地価
を考慮した開発権移転可能性を、土地利用デ
ータから用途別に CO2排出量の推計を行い、
検討した。これにより、都市スプロール是正
と、将来発生 CO2を未然に防ぐことの 2点に
ついて検討した。また、取引価格の可能性に
ついても同時に検討を行った。 
 
４．研究成果 
 (1)コンパクトシティによる低炭素化効果 

表２ 2025 年宇都宮市の自然体居住シナリ
オ（単位：世帯数） 
 戸建 集合 合計 
都心 30,824 32,098 62,923 
近郊 55,035 33,150 88,185 
郊外 31,164 10,069 41,223 
合計 117,023 75,317 192,340 

 

シナリオ シナリオ説明

再生可能エネルギー

導入の可否

風力 太陽光
バイオ

マス

人口減シナリオA 人口減少 均等 × ○ ススキ

人口減シナリオB 人口減少 郊外から ○ ○
竹

ススキ

10％集密化シナリオ 人口減少＋10％集密化 ○ ○
竹

ススキ

30％集密化シナリオ 人口減少＋30％集密化 ○ ○
竹

ススキ



 

 

宇都宮市における自然体(BAU)シナリオに
ついて、都心、近郊、郊外別と戸建て、集合
住宅別に示すと表２のようになる。 

これに対して、居住地域を変えずに現状の
戸建てがすべて集合住宅に置き換わったと
すると（シナリオ A）、表３のように CO2 排
出量が減少すると予測される。 

表３ 集合住宅化によるCO2排出削減（t-CO2/
年） 
 BAU シナリオ A 変化量 
暖房 287,058 208,004 △79,054 
冷房 24,055 18,950 △5,105 
給湯 123,558 123,558 0 
機器 309,359 309,359 0 
照明 44,991 44,991 0 
合計 789,020 704,861 △84,159 
 

戸建てから集合住宅から住み替えてもラ
イフスタイルが同じなら、使用機器、給湯、
照明は変わらず、冷暖房だけの効果が期待で
き、それは全体の CO2の 11％に相当する。 

次に、住居形態を変更せずに都心部に移住
した場合(シナリオ B)、床面積あたりの価格
が上昇するため、世帯あたりの居住面積が小
さくなる。宇都宮市の地価公示価格をエリア
ごとに平均し、それに反比例して居住面積が
変化すると考えると、近郊から都心へ、また
郊外から都心への住み替えで床面積は 0.55
倍、0.44 倍となる。そのため CO2 排出量は
表４のようになる 

表４ 都心への住み替えによる CO2排出削減
（t-CO2/年） 
 BAU シナリオ B 変化量 
都心 249,241 419,681 170,440 
近郊 362,235 259,187 △103,048 
郊外 177,543 90,298 △87,245 
合計 789,020 769,166 △19,854 
削減率   2.5% 
 
 (2)コンパクトシティ実現のための居住地
移転 
①ライフステージ変化と転居 

過去 10 年以内に移転をした人は全体の
56%で、20 代、30 代に多く、年齢が上がる
ごとに急速に移転割合が減った。結婚した人
の 3 人に 2 人が移転を行っていることがわか
った。結婚についで移転割合が高いのは転勤、
就学、就職などの半強制的な移転である。ま
た、退職に伴う移転は全体では 22%であり、
コンパクトシティの実現のためには若年層
においてその機会が多いことが分かった。 

過去 10 年以内の移転経験者に対して行っ
た直近の移転理由(複数回答)についての結果
によれば、 も多い理由は「住宅が狭かった、
または狭くなったため(以下、「住宅狭」と略

す)」が結婚と並んでおり、少し離れて転職、
資産形成、と続く。ただし、理由を 1 つしか
選んでいない回答者グループでは結婚を理
由にした人が住宅狭よりも 2倍以上多かった
一方、住宅狭は 2 つ以上、資産形成は 3 つ以
上の理由を複数選択した回答者グループで
多いことが分かった。住宅狭や資産形成とい
った理由は、他の主要因に付随する副次的な
移転促進要因であることが推測される。 

過去 10 年移転していない人の移転しなか
った理由(複数回答)については、約半数の人
が「現在の住まいに満足」という理由を選ん
だ。20代から 40代までは 40%ほどであるが、
70 代以上になると 80%もの人がこの理由を
選んでいる。また、「住みなれているので離
れたくない」という理由も年齢層が上がるに
つれて多くなっている一方、「資金がない」
という理由は年齢が上がるにつれて少なく
なっている。 
②居住地選択にかかわる選好調査 
居住地選択における選好を二通りの尋ね

方で質問した。まず一つ目は、実際に引っ越
しした時に何をどの程度重視したかを尋ね
る質問(Q8)で、ここでは居住地の状態を表す
26 項目について、もっとも 近の移転時にど
の程度重視したかをそれぞれ 5段階の尺度で
評価してもらった。主因子法による因子分析
を行った。 

第一因子は 11 項目で構成されており、ス
ポーツ施設や図書館、幼稚園といった様々な
施設までの距離を表す項目が高い負荷量を
示していたため、施設充実度を重視する因子
と命名した。 
第三因子は 7 項目で構成されており、コン

ビニやスーパー等の商業施設に加えバス停
や駅までの距離といった交通利便性を表す
項目が高い負荷量を示した。日常利便性を重
視する因子と命名した。 
第二因子は 7 項目で構成されており、日

照・通風、駐車スペース、さらに広さや価格・
家賃といった、一般的に不動産広告などで見
られる住宅のステータスを表す項目が高い
負荷量を示していたため、住宅ステータスを
重視する因子と命名した。 
抽出した居住地属性選好尺度の 3因子の因

子得点を用いて、Ward 法によるクラスタ分
析を行い、6 つのクラスタ（S1～S6）を得た。
各クラスタの大きさは S1:312、S2:116、
S3:278、S4:102、S5:216、S6:79 であった。 

クラスタにより選好は異なり(図１)、その
特徴をまとめると以下のようになる。 

S1 日常利便重視型：転職・転勤を主な理由
に集合住宅へ移転する人が多い。一人暮らし
が多く、いずれ移転することを考えている。 

S2 戸建持家・住宅スペース重視型：子ども
の誕生や就学を主な理由に戸建持家へと移
転する人が多い。子どものいる世帯が多く、



 

 

ずっと住むつもりで移転してきている。 

 

図１．各クラスタごとの選好尺度得点 

S3 平均型：S2 と同じく戸建持家へと移転
する人が多い。子どものいる世帯が多く、ず
っと住むつもりで移転してきている。 

S4 無考慮型：親や子との同居を理由に移転
する人が多く、給与住宅への移転も多い。学
生や自営業の人も多く、移転先選択の決定権
がない人が多い。 

S5 集住賃貸・住宅スペース重視型：住宅が
狭くなったなどの理由で集合住宅賃貸へ移
転する人が多い。いずれ他のところに移転す
ることを考えている人が多い。 

S6 等重視型：特に理由なく移転している人
が多く、日常的に様々な施設利用頻度が高い
人が多い。 
もう一つの質問はペアワイズ型コンジョ

イント分析用の質問であり、仮想的な居住地
属性のプロファイルを 2 つ提示し、引越し時
の状況に立ち返って考えたときにどちらが
どれだけ好ましいかを 7段階の尺度で評価し
てもらった。広さ、スーパーまでの距離、駅
までの距離、価格・家賃については線形効用
が認められたが、公園・緑地までの距離、診
療所までの距離、図書館などの文化施設まで
の距離に関しては線形性が認められなかっ
た。線形性の認められなかった変数をダミー
化して解析しても、有意でない項目が見られ
た。 

このことから、これらの施設は人によって
考慮するかどうか違うこと、また考慮する場
合でも近く(およそ徒歩 10 分以内)にあるか
ないかで判断されることが示唆された。 
都市構造を再構築していく上で、住民の多

様なニーズに対応していくために、一極集中
ではなく、それぞれに特徴のある多心型の都
市構造を目指す必要があることが改めて確
認された。 

対象地域とした宇都宮市はネットワーク
型コンパクトシティというコンセプトで、多
心型の特徴ある地域を公共交通網でつなぐ
というマスタープランを掲げており、各住民
の選好に適した居住地域を整備していくこ
とが可能である。  

今後、都市構造を望ましい形に誘導してい
くためには、戸建持家・住宅スペース重視型

(S2)や平均型(S3)の住民の移転をうまくコン
トロールしていくことが重要である。 
 
 (3)都市コンパクト化と一体化した再生可
能エネルギー開発の効果と受容性 
①エネルギー生産ポテンシャル都市比較 
郊外から人口減少を起こさせるシナリオ B

の場合のエネルギー生産ポテンシャルを図
２に示す。いずれの都市においても太陽光が
大きいポテンシャルを持っている。風力につ
いては、風の弱い富士市では低いが、いわき、
下関などでは可能性があることが示された。 

 
図２．各再生可能エネルギーのポテンシャル 

②社会的選好調査 
下関の調査においては、緑地を好む人と、

太陽電池パネルを好む人とを分けて解析し
た結果、いずれの群も、太陽電池と緑地があ
る程度混在しているような空地の利用方法
が社会的な受容性が高いことが分かった。 
浜松市の調査結果によれば、もっとも支持

が高いのは、遊休農地に太陽光または風力発
電を導入し、余剰地は森林にするシナリオで
ある。農地でバイオエタノール生産を行うシ
ナリオも比較的高い支持を得ている。市民は、
都市の直近に森林のような心理的解放感や
癒し、落ち着いた景観を求めている一方、人
工的な施設である発電施設は郊外に遠ざけ
たいという心理を持っている。 
 
(4)欧米の先進事例研究と適用可能性 
①ロンドンの都市計画を通じた低炭素型都
市づくりの方法 
【個別開発での規制手法】 

2008 年に改訂されたロンドン・プランは、
①大規模開発は必要エネルギーの 20％を敷
地内で創る再生可能エネルギーからにする
こと、②開発でのエネルギー協議は、省エネ
の推進（Lean）、コジェネ、地域冷暖房等の
活用(Clean)、再生可能エネルギー（Green）
という 3段階での導入検討を行うことが提示
されている。協議を受けて実現化した開発は、
モニタリングがされている。モニタリング結
果からも、有効性の高いことが明らかとなっ
た。また、多くの基礎自治体では、一定面積
以上の開発に対してエネルギー必要量の
10-20％を敷地内で創る再生可能エネルギー
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